
　 根拠…障害者基本法第３６条第３項 【審議内容】
①障害者計画の策定・管理
②障害福祉計画の策定・管理
③施策の実施状況の監視

【審議内容】 【構成員】
①全県的課題の検討 ○市町村代表

根拠…(改）障害者自立支援法第８９条の２ ②相談支援の体制整備 ○事業所代表
③地域自立支援協議会の強化 ○障がい者団体代表
④人材育成（研修） ○相談支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
⑤県直接施策（部会で検討） ○県社協
⑥障害福祉計画の策定・管理　 　
　 　

　情報共有

地域実態把握

　県施策反映

支援

市町村　　　市町村自立支援協議会

島根県障がい者施策審議会　と　島根県障がい者自立支援協議会

発達障がい者支援部会

高次脳機能障がい者支援部会

就労支援部会

退院支援部会

島根県障がい者施策審議会

県　　　　　島根県障がい者自立支援協議会　　　　　　　　

市町村ネットワーク

県アドバイザー

圏域コーディネー
ター

県アドバイザー・
圏域コーディネーター連絡会議


